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１．健康保険法等の一部を改正する法律の成立について
（妊婦健診に係る経済的負担の軽減に向けた取組）



健康保険法等の一部を改正する法律（令和８年法律第31号）の概要

持続可能な医療保険制度の実現に向けて、必要な保険給付等の適切な実施と世代間や世代内での負担の公平性の確保を図るため、一部保
険外療養の創設、後期高齢者医療における金融所得の保険料等への勘案、出産に係る給付体系の見直し、国民健康保険における子どもに係
る均等割保険料等の軽減の拡充等の措置を講ずるほか、医療機関の業務効率化と勤務環境改善の取組等に係る措置を講ずる。

１．より公平な負担の実現、効率的な給付の確保【健康保険法、国民健康保険法、高齢者の医療の確保に関する法律等】

① OTC医薬品との代替性が特に高い薬剤を用いた療養等について、薬剤費の一部を保険給付外とする一部保険外療養を創設する。
② 後期高齢者医療において、上場株式の配当等の金融所得を保険料の算定や窓口負担割合等の判定に公平に反映するため、金融所得の支払に係る

報告書等（法定調書）を金融機関等がオンラインにより後期高齢者医療広域連合へ提出する義務等を設ける。

２．出産等の次世代支援や現役世代からの予防・健康づくりの拡充【健保法、船員保険法、国保法、母子保健法等】

① 出産に伴う妊婦の経済的負担を軽減するため、出産の標準的な費用に係る給付体系の見直し等を行う。
② 妊婦健診に伴う妊婦の経済的負担を軽減するため、妊婦健診（望ましい基準内）の実施に係る標準額を定める等の環境の整備をするほか、サー

ビス及び費用の見える化を進める。※こども家庭庁所管事項
③ 国民健康保険制度において、子どもに係る均等割保険料（税）の５割を軽減する措置の対象を、未就学児から高校生年代まで拡充する。
④ 現役世代の予防・健康づくりを強化するため、全国健康保険協会が取り組む保健事業に関する責務を明確化する。

３．必要な医療の提供の確保【健保法、地域における医療及び介護の総合的な確保の促進に関する法律、医療法等】

① 高額療養費の支給要件等を定める際には、特に長期療養者の家計への影響が適切に考慮されるよう、法律上明確化する。
② 業務効率化・勤務環境改善に取り組む医療機関を支援する新たな事業を地域医療介護総合確保基金に設けるほか、計画を作成し業務効率化・勤

務環境改善を推進する病院を厚生労働大臣が認定する仕組みを設ける。併せて、医療機関は業務効率化・勤務環境改善に努めるものとする。

４．その他【健保法、国保法、高確法等】

① 全国健康保険協会の平均保険料率の引き下げとあわせ、令和８年度から令和10年度までの時限措置として、全国健康保険協会への国庫補助に係
る特例減額の控除額を引き上げる特例措置を講じる。

② 国民健康保険組合に対する国庫補助について、一定の場合に、現行の補助率の下限よりも低い補助率を例外的に適用する。
③ 国民健康保険の財政安定化基金（本体基金分）について、納付金（保険料）の抑制のための取崩しを認める。

令和９年４月１日（ただし、２④及び４①は公布日、３①は令和８年８月１日、３②の一部は令和９年１月１日、１①は公布後１年以内に
政令で定める日、２①及び②は公布後２年以内に政令で定める日、１②は公布後５年以内に政令で定める日等）

施行期日

改正の趣旨

改正の概要

等

このほか、平成19年の雇用保険法等の一部改正法で改正を要した船員保険法第76条第６項について、規定の形式的修正を行う。

令和８年６月５日公布
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〇妊婦１人当たりの公費負担額※ 全国平均 １１．4万円
最低 ８．6万円 ～ 最高 １4．1万円
とばらつきがある

※市区町村によっては、国が示す望ましい基準で定めた検査項目以外の公費負
担額も含む。

妊婦健診の公費負担の現状

〇医療機関における妊婦健診（国が告示する回数・検査項目の範囲
内）の自己負担額（平均額）
約３割超で 0円 である一方、約１割は 3万円以上
とばらつきがある

妊婦健診の自己負担の現状

現状

（※１）「望ましい基準」は、従来より国が告示により定めており、14回程度の健診の実施と医学的検査項目を示している。
（※２）「標準額」は、今回新たに国が定めることを想定している。 （※３）厚生労働省サイト「出産なび」等の活用を予定している。

母子保健法に
基づく妊婦健診

市町村と医療機関が
「望ましい基準」(※１)と「標準額」(※２)

を勘案するよう努める

医療機関等独自の
検査やサービス 自己負担が原則

見える化を図る(※３)

→ 妊婦が納得感を持って
選択できる環境を整備

＋

改正内容

妊娠期から出産・子育てまで一貫した切れ目のない支援体制の構築の観点から、妊婦健診について、「妊婦の経済的負
担を軽減するための環境」を整備するため、以下の内容を母子保健法に規定する。
・ 国は、望ましい基準に関して、診療報酬等を勘案した「標準額」を定めるものとする。
・ 市町村及び医療機関は、望ましい基準部分について、国が示す標準額を勘案するよう努めるものとする。
・ 国は、妊婦による適切な選択に資するよう、医療機関の協力を得ながら、妊婦健診の内容・費用等の情報を収集し、
公表するものとする。

妊婦健診における経済的負担の軽減【こども家庭庁所管事項】

（令和７年４月時点）
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健康保険法等の一部を改正する法律の各施行日 ※施行日が確定日付でないものは別途政令で定める

１．より公平な負担の実現、効率的な給付の確保
①一部保険外療養の創設
②後期高齢者医療制度における金融所得の勘案

公布後１年以内（令和９年３月１日施行を想定）

公布後５年以内

２．出産等の次世代支援や現役世代からの予防・健康づくりの拡充
①妊娠・出産に対する支援の強化
②妊婦健診における経済的負担の軽減
③子育て世帯の保険料負担軽減
④全国健康保険協会が取り組む保健事業に関する責務の明確化

公布後２年以内
公布後２年以内
令和９年４月１日
公布日

３．必要な医療の提供の確保
①高額療養費制度の考慮事項の明確化
②医療機関の業務効率化・勤務環境改善への支援

令和８年８月１日
令和９年４月１日（一部は令和９年１月１日）

４．その他
①協会けんぽに対する国庫補助に係る特例減額
②国民健康保険組合に係る見直し
③国民健康保険の財政安定化基金に係る見直し

公布日
令和９年４月１日
令和９年４月１日
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健康保険法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議（衆議院厚生労働委員会）（抄）

健康保険法等の一部を改正する法律案に対する附帯決議

令和八年四月二十四日

衆議院厚生労働委員会

政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずるべきである。

一～四 （略）

五 多胎妊婦に対する妊婦健康診査について、単胎妊娠を前提とした現行制度との間に生じている経済的負担及び支援の地域間格差の実態
を踏まえ、多胎妊娠の医学的特性に応じた標準的な健診内容の在り方の検討を行うとともに、多胎妊婦健康診査支援事業の全国的な実施
率向上に向けた具体的な方策や国の関与の在り方を含め検討すること。また、民間団体等との連携による周知・支援体制の強化及び申請
手続による当事者の負担の軽減に必要な措置を検討すること。

六～十七 （略）
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２．プレコンセプションケア推進に向けた工程表について



第５回攻めの予防医療に向けた性差に由来する
ヘルスケアに関する副大臣等会議

令和８年５月25日 参考資料１
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性差に由来する健康課題等への対応を推進するための論点整理

（令和８年５月25日攻めの予防医療に向けた性差に由来するヘルスケアに関する副大臣等会議 ）（抄）

２．ライフステージに応じた性差に由来する健康課題への対応の推進関係

③プレコンセプションケア推進に向けた具体的な工程表の策定・実行

○ 妊娠・出産等に関連する健康課題については、若年期からの健康管理や職場の理解・対応等が必要であることから、ライフステージに
応じて、学校・職場・自治体といった 様々な場で、プレコンセプションケア（性別を問わず、適切な時期に、性や健康に関する正しい知識を持
ち、妊娠・出産を含めたライフデザイン（将来設計）や将来の健康を考えて健康管理を行う概念）の推進を図っていくことが重要。 プレコンセプ
ションケアの推進を図るため、「プレコンサポーター」の養成講座を開設 しているところ、この受講を通じて、学校・職場・自治体の職員等だけ
でなく、これらの方の家族や身の回りの方への啓発にもつながるなど、その波及効果も期待できる。

○ このため、関係省庁の緊密な連携の下、「プレコンセプションケア推進５か年計画」 （令和７年５月）に基づく各種取組を着実かつ積極的に
推進するため、以下の観点に基づき、プレコンセプションケア推進に向けた具体的な工程表を策定し、工程表に基づく取組を実行していくこと
が重要。

・ 性別を問わず全ての人が、若年期から性や健康に関する正しい知識を習得することが重要であることから、発達の段階に応じて、学校の
場も含めて、プレコンセプショ ンケアの趣旨を踏まえた適切な資質・能力を身に付けられるようにすることが重要。

・ 妊娠・出産等に関連する健康課題に適切に対応しながら仕事を続けるためには、職場の理解・対応等が必要であるとともに、職場におけ
るプレコンセプションケアの浸透は、健康経営にも資することになる。このため、企業におけるプレコンセプションケアの取組の実施を、健康経
営優良法人、「えるぼしプラス」などの認定の中で関連づけることや、こども家庭庁において検討中の「こどもとともに成長する企業構想」 の認
定の要素として位置づけることなどによって、企業のインセンティブを高めて、企業の取組を推進することが重要。

・ 若年層はもとより、その保護者も含め、気軽に相談できる体制を構築するため、自治体における「性と健康の相談センター事業」の取組を
拡充し、相談窓口の周知を行うとともに、対面のみならず、SNSやメール、オンライン面談、電話なども活用した相談体制の構築が重要。
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R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

性や健康に
関する正しい
知識の普及と
情報提供

プレコンセプションケア推進に向けた工程表（概要）

【企業・教育機関・自治体等への周知】

年度毎のPDCAサイクル
広告展開（上半期）→広告効果の検証・アクセス分析→Webサイト/SNSの更なる充実（下半期）→認知度調査（年度末）

プレコン宣言（仮称）運動を開始（☆）
プレコンサポーターの取組等を要件に企業・自治体等が宣言

若い世代におけるプレコンセプションケアの概念の認知度

１０％以下 １５％ ８０％

企業におけるプレコンセプションケアに関する取組の実施率

１０％ １８％ ８０％

プレコンサポーターの人数

ー 6,312人 ５万人

Webサイト/SNSアカウント
立ち上げ

【広報事業による普及啓発】

健康経営アドバイザー等研修の学習テーマへの導入検討

〈企業の取組〉

【プレコンサポーター等の人材育成】

出前講座の活用について
文科省と共管の事務連絡発出

出前講座の実態をヒアリング
（自治体、教育機関等）

（プレコンセプションケアに関する適切な理解に係る取組）

教育機関における性や健康に関する適切な理解
に係る効果的な取組について継続的に検討

〈教育機関の取組〉

（出前講座）
専門人材リストの活用の周知と出前講座の教育機関での実施
専門人材リストの活用（☆）を周知するとともに、各自治体が、地域の
教育機関で出前講座を網羅的に実施できるように支援（☆）

好事例の横展開
先進的な取組事例や支援内容等の周知
専門人材リストの作成検討【再掲】

（医療専門職の養成に係る取組）

発達段階に応じた教材の活用、教育関係者への周知

医師・看護師等の養成を行う大学・養成校への周知

専門人材リストの作成/活用（☆）を周知・活用促進
研修・出前講座等における講師の人材リストの作成を検討（関係学会・職能団体等と連携）

プレコンサポーターの活躍支援
・ プレコンサポーターの活用等を要件に「性と健康の相談センター事業」の補助率嵩上げ（☆）
・ プレコンサポーター活用の好事例を横展開
・ スキルアップ講座等の整備

専門人材のニーズをヒアリング
（自治体、教育機関、企業等）

健康経営優良法人の認定を行う際の健康経営度調査（年度毎）
・プレコンの認知度・取組状況の確認を実施

健康経営優良法人認定やえるぼしプラス認定等の取組との連携の可能性の検討

こどもとともに成長する企業の認定の要素
として位置付けることも含めて検討

プレコンサポーター
養成開始

現在

☆はｐ２のプレコンモデルシティ構想につながる取組 11



R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

性や健康に
関する正しい
知識の普及と
情報提供

相談支援の充実
（一般相談）

相談支援の充実
（専門相談）

自治体・地域
への取組支援

プレコンセプションケア推進に向けた工程表（概要）

若い世代における一般的な相談窓口の認知度

ー １０％ 10０％

プレコンセプションケアに関する専門的な相談ができる医療機関数

（６０機関） （６５機関） ２００機関

診療報酬における評価の必要性等を含めた検討に資するよう、医学
的管理について、支援の事例やエビデンスの整理等を実施

事業の拡充
・ 要件を満たすと国の補助率嵩上げ（☆）
・ 実施主体へ市町村追加
・ 医療機関等に委託する相談支援（☆）

（性と健康の相談センター事業）

一般相談窓口の拡大
全ての指定都市・中核市へ事業実施を促す

思春期健康相談体制の更なる充実（☆）
思春期健康相談を実施するモデル事例を設定するとともに、医療機関へ
の受診の促進につながるような方策を検討

（思春期健康相談体制の整備）

相談窓口拡充のための支援
関係団体・職能団体等が協力可能な医療機関リストを作成の検
討し、相談窓口を拡充

相談窓口の周知
若い世代に対して相談窓口を周知するとともに、周知のための
広報を行う自治体を支援

事業の拡充
・ 要件を満たすと国の補助率嵩上げ
・ 実施主体へ市町村追加
・ 医療機関等に委託する相談支援（☆）
・ 基礎疾患のある妊産婦等への妊娠と

薬に関する相談支援（☆）

（性と健康の相談センター事業）

専門相談窓口の拡大
全ての指定都市・中核市へ事業実施を促す

地方版推進計画の策定（☆）/計画に基づいた自治体の取組
自治体が、地域の実情に応じた「地方版推進計画」を策定し、プレコンの取組を地域の実情に応じて体系的に進める

医療機関等の相談窓口拡充のための支援
関係団体・職能団体等が協力可能な医療機関・助産所リスト
の作成を検討し、医療機関等における相談窓口の拡充

相談窓口の周知
若い世代に対して、性や健康に関する相談窓口（企業や教
育機関等の窓口も含む）を周知するとともに、周知のため
の広報を行う自治体を支援

国の行政機関及び自治体内部（人事部門、企業・教育機
関との関連部門、医療保健部局等）におけるプレコンサ
ポーター養成講座の受講を要請

（自治体職員等の取組）

国の行政機関及び自治体内部（人事部門、企業・教育機関との
関連部門等）についてプレコンの取組内容の見える化（☆）を促す

（地方版推進計画）

各種資材の作成
・ 思春期のこども・保護者向け資材
・ 医療従事者向け手引き

プレコンモデルシティ構想
企業、教育機関等を巻き込み、周知啓発、相談体制等の
整備の取組を体系的（☆の取組を全て実施）に進めた上で、
さらなる先進的な取組を行うモデル自治体を選定して支援

〈自治体等の取組〉

プレコンの取組を一体となって推進（再掲）

国の行政機関及び自治体内部

自治体

企業

教育機関

自治体における性と健康の相談センターの実施率

７４％ ７４％ １００％

現在

☆はｐ２のプレコンモデルシティ構想につながる取組
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３．電子版母子健康手帳ガイドラインについて



母子保健ＤＸについて

母子保健ＤＸとは

①妊産婦・乳幼児健診のデジタル化

②電子版母子健康手帳（スマートフォンから入力閲覧が可能な母子健康
手帳アプリ）の活用

上記を進めることで、以下のことを実現する。

・スマートフォンでの健診受診・健診結果の確認やプッシュ型支援、
里帰りの際の煩雑な手続きの改善等を実現する。

・住民の利便性の向上や必要な支援へのつなぎ、自治体・医療機関の事務負担の軽減、
母子保健情報の利活用を目指す。
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母子保健ＤＸの推進

健診前 健診時 健診後

現状

将来
（イメージ）

 紙の問診票に記入して、
医療機関に提出

 紙の問診票に毎回、住所や氏
名などを記載する必要がある

 受診時に、紙の受診券
を医療機関に提出

 毎回、住所や氏名などを記載
する必要がある

 健診結果は、母子健康
手帳で確認

 紙の手帳を持ち歩く必要
 マイナポータルで情報を見れ

るようになるまでタイムラグ

 問診票をスマートフォン
（マイナポータル等）で入力
可能に

 健診結果を、電子版母子健
康手帳等でスマートフォン
よりいつでも確認可能に

 マイナンバーカード１枚で健
診を受診可能に

 住所や氏名などの情報は自動
で入力

 問診結果はオンラインで医師
等と共有

 紙の受診券への住所や氏名など
の記載が不要に

 本人も医療機関等も紙の受診券
を管理・提出する手間が不要に

 医療機関等で結果の手入力不要

 健診情報を自身の健康管理や
次回の妊娠等に有効活用

 健診結果を医師等とスムーズ
に共有し、より質の高い医療
サービスに

（※）予防接種についても、厚生労働省において、予防接種に係る接種券・予診票等のデジタル化が進められている。
（※）アプリによっては電子版母子健康手帳で問診票を入力可能。
（※）ここでいう「健診」とは、乳幼児健診、妊婦健診、産婦健診をいう。

プロジェクト R7年度 R8年度 R9年度 R10年度

母子保健ＤＸの推進

里帰りをする妊産婦
への支援

・電子版母子健康手帳ガイドライン等の発出・機能開発
・PMH導入自治体拡大（自治体システム標準化と連動）
・PMHを活用した自治体間を含む母子保健情報連携
機能の開発等、PMHの機能追加・拡充

・集合契約・請求支払
システムの要件定義

実現に向けた工程表

・電子版母子健康手帳の普及
・母子保健DXの全国展開
・以上を進めるために必要な改修

・集合契約・請求支払システムの開発

～全国共通の情報連携基盤（PMH）の整備～
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電子版母子健康手帳とは、母子健康手帳に記録される情報をPMHに保管するとともに、アプリ等によりPMHに

アクセスすることで、利用者、医療機関等及び自治体が当該情報の入力・参照を可能とするものである。

電子版母子健康手帳に係る課題と対応について整理を行った「電子版母子健康手帳ガイドライン（仮称）策定に向

けた検討会」の議論の取りまとめを踏まえ作成された。

事業者等において対応が必要と考えられる事項をまとめたものであり、電子版母子健康手帳の開発・運営、活用

に当たって参照すべき事項を示すものである。

電子版母子健康手帳ガイドラインについて（令和８年３月31日発出）

1. はじめに
2. 電子版母子健康手帳の概要
3. 電子版母子健康手帳における情報の取扱い及び運用に関する事項

4. 電子版母子健康手帳全般に関して事業者が留意すべき事項

5. 利用者向けアプリ事業者が留意すべき事項
6. 医療機関等向けアプリ事業者が遵守すべき事項
7. 自治体向けアプリ事業者が遵守すべき事項
8. 要件遵守の担保
9. 本書の見直し

ガイドラインの内容

ガイドラインの位置づけ

電子版母子健康手帳の利用イメージ

電子版
母子健康手帳

市町村
向け
アプリ

利用者
向け
アプリ

医療機関等
向けアプリ

マイナポータル
API

PMH

（Public Medical 

Hub）

保有主体：
利用者である
国民(母又は子)

利用者本人の
同意のもと、
参照、入力

※電子版母子健康手帳ガイドラインに加え、
令和８年度に各ベンダ向けの技術解説書を策定予定
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 災害時や救急時等にも、医療機関受診時に、マイナ保険証での認証により、紙の母子健康手帳を持ち歩いていなくても、母子健康手帳の情報を医療
機関が閲覧できる。

 里帰り等による自治体間の移動や転居時においても、居住地と里帰り先や、転居先と転居元などの双方の自治体等において、情報を共有することが可
能となり、効果的な支援や体制の強化にもつながる可能性がある。

 自治体が、母子健康手帳等の情報と連携して地域の支援サービスや子育て情報などの情報を発信することにより、情報を必要とする人に届けることがで
き、包括的支援につながっていくことが期待される。

※1 医療機関等は、児のマイナ保険証で認証することにより、児の情報（母が設定した情報を含む）を閲覧することが可能となる。

住民

健診結果等

………
………

日々の記録・閲覧・
家族間連携

情報を閲覧※１・受診
結果等を記録

健診結果等
市町村業務システムで、
住民の健診結果等を閲
覧・データ管理

児のマイナ保険証で
認証・受診※2

母のマイナ保険証で
認証・受診

医療機関等 市町村

自治体からのプッシュ通
知を受信

健診タイミング、
相談窓口・地域
のイベント情報等

を受信可能

・・・
・・・
・・・

重複記入・
記録不要

児の出生後、母の情報を
児の情報と一体として取り
扱うことができる（母の同
意に基づく）

母
児

X市から
のお知らせ
相談窓口

は…
Xか月健診を
受診しましょう

健診結果等

健診結果等

妊婦の健康の記録
保護者の記録
問診票 等

必要な支援等

医療機関から受
信した情報のデー
タ化作業不要

電子版母子健康手帳アプリ 等

専用端末や電子カルテ
等の汎用端末

記録・
問診票等

※2 (児に関する利用の場合)、母が同意した母に関する情報が児に渡され、児の情報と同様に取り扱われることで、母ではなく父や祖父母その他の者が児の受診に付き添う場合も、母児の情報を一体的に利用することが可能となる。

健診結果等

電子版母子健康手帳の利用イメージ

（参考） 令和８年度、母子保健デジタル化等実証事業において、実証予定。
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４．母子保健関連施策に係る各種決定について



こどもまんなか実行計画（令和８年６月９日 こども政策推進会議決定）（抄）

Ⅱ こどもまんなか実行計画2026において特に取り組むべき施策
（１）健やかで質の高い成育環境の提供

② いつでもどこでも、安心してこどもが過ごせる環境づくり

犯罪・事故・虐待・災害等からこどもを守る安全基盤を整備する。

（略）

チャイルド・デス・レビュー（ＣＤＲ：Child Death Review）について、他の検証制度との連携強化や事故予防の推進に向け、検討を進
める。

（略）

④誰もが安心して妊娠・出産・子育てできる環境の整備
小児・周産期医療の提供体制の確保・維持・充実とあわせて、 交通費・宿泊費支援により医療資源のない地域における医療アクセ

スを確保する。さらに、新たな給付体系の導入に向けた議論、 妊婦健診における経済的負担の軽減や、出産・妊婦健診・産後ケア事

業のサービス内容や費用等の見える化を進める。特に、産後ケア事業の質の向上・量の拡大を図るため、委託費単価や各種加算の
見直し、安全性や助産師等の活用を含めた専門性の向上などを行うほか、父親支援を含めた産後の子育て家庭の包括的な支援の
充実を図る。加えて、妊娠の可能性のある段階から、妊産婦や家庭の直面する不安や困難を早期に把握するよう努め、一人一人の

状況に応じて専門職等により、ＳＮＳも活用しつつ相談支援等を行う取組を、地域における身近な相談機関を普及・活用しながら推進
し、 メンタルヘルス支援の充実や必要な支援につながる環境の整備を進める。 また、困難な状況にある妊産婦が、その悩みを安心

して相談でき、自らの状況に応じた様々な選択肢の中から、必要な支援を受けられるよう、家庭生活に支障が生じている特定妊婦や
出産後の母子等に対する一時的な住まいや食事の提供等の支援を行う体制を含めた相談支援体制の整備を進めるとともに、相談
窓口の周知広報の強化を図る。安全で質の高い無痛分娩を選択できる環境を引き続き整備するため、研修や情報公開を通じた医療
の質向上や地域連携体制の構築を目指すとともに、周産期医療の集約化・役割分担により、医療を安定的に提供する。プレコンセプ
ションケア等の取組を推進する。さらに、出産直後から成育過程を通じて、全国どこに住んでいても、年齢等に応じて必要な健診や検
査を受けられ、多様化する成育過程のニーズに対応した的確な保健・福祉サービスが提供されるなど、こどもの心身の健康や健や
かな成育が保障される環境の更なる整備に向けた検討を進める。

（略）

これらを通じて、妊娠の可能性がある段階から成育過程に至るまで、こどもと保護者の経済面・医療面・心理面の不安を総合的に
軽減し、安心して妊娠・出産・子育てできる環境を整備する。
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こどもまんなか実行計画（令和８年６月９日 こども政策推進会議決定）（抄）

Ⅱ こどもまんなか実行計画2026において特に取り組むべき施策

（１）健やかで質の高い成育環境の提供

⑤「はじめの100か月」の育ちの環境整備と幼児期の教育・保育の推進

妊娠・出産・子育てにおける孤独・孤立防止を図るとともに、 子育て当事者一人一人のニーズに沿った支援を実現し、プッシュ型の支
援につなげられるよう、母子保健と児童福祉、教育との連携の推進を強化する。（略）

（３）若者が希望を持ち選択できる環境の整備

④若者政策の推進

①の政策の基本設計を踏まえ、全ての若者が多様な生き方を選択できるよう、その基盤となる能力、知識、経験の習得を促進するとと
もに、様々な立場の者が若者と関わりながら、必要に応じてその成長に関与し、多様な生き方を肯定的に受容し、いつでも再挑戦でき
る社会環境の構築を図る。その際、地域と連携したライフデザイン事業を推進するとともに、「プレコンセプションケア推進５か年計画」
に基づく性や健康に関する正しい知識の普及や相談支援体制の充実・強化、 活動や暮らしを支える基盤ともなりうる若者の居場所づく
りを推進する。（略）

（５）「こどもまんなか」を支える基盤の確保

④こども政策ＤＸの推進

保育や放課後児童クラブ、母子保健や児童福祉など、各分野におけるこども政策ＤＸを引き続き推進し、子育て当事者の利便性向
上や負担感の軽減、子育て関連事業者・地方公共団体の 事務負担の軽減、支援の質の確保・向上等を図るとともに、 様々なデータの
連携を通じて、デジタルの恩恵をこどもや子育て当事者に直接届ける取組を進める。

（中略）

全国共通の情報連携基盤（ＰＭＨ）を整備し、スマートフォンでの健診受診・結果の確認や、母子保健情報について自治体と医療機
関等との間の情報連携を可能とするための取組を進める。また、電子版母子健康手帳の普及を図る。

個人情報に配慮したデータ連携基盤の検討を進め、潜在的に支援が必要なこどもや家庭の早期把握に取り組む。
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女性活躍・男女共同参画の重点方針2026（女性版骨太の方針2026）

（令和６年６月25日すべての女性が輝く社会づくり本部男女共同参画推進本部決定）（抄）

Ⅰ 女性の生涯にわたる健康支援

２．ライフステージに応じた性差に由来する健康課題への対応の推進
（１）ライフステージごとのリテラシーの向上と行動変容のための取組
（略）

・性別を問わず、適切な時期に、性や健康に関する正しい知識を持ち、妊娠・出産を含めた将来設計（ライフデザイン）や将来の健康を
考えて健康管理を行うプレコンセプションケアの取組を進めるに当たっては、「プレコンセプションケア推進５か年計画」に基づき、関係府
省が連携の上、教育機関における取組と相補的に進めるとともに、企業においてライフステージに応じた健康課題に関する知識が身に
付けられるよう普及啓発を図る。【こども家庭庁、文部科学省、厚生労働省、経済産業省】
（略）

・性と健康の相談センター事業において、思春期、不妊症・不育症や基礎疾患への対応を含む妊娠、出産等のライフステージに応じた
相談支援等を継続的に実施する。【こども家庭庁】

・母子健康手帳のデジタル化や記載内容を充実させることなどを通じ、全ての妊産婦が自らの健康状況に目を向けるための環境整備
について検討する。妊婦健診等における指導に基づき、個々の妊産婦の状況に応じた母性健康管理措置等が行われるよう、企業や女
性労働者への周知徹底等を図る。また、産後ケア事業の質の向上・量の拡大を図る。【こども家庭庁、厚生労働省】
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